
発行所　古河市鴻巣１１８９−４　  古河商工会議所内
　　　　公益社団法人古河法人会　電話 0280（48）６１２３
　　　　ホームページアドレス　http://www.koganet.ne.jp/～shakoga/index.htm

　古河公方公園
　25ヘクタールにもおよぶ広大な公園。四季折々に美しい花が咲きます。中でも約2,000本の花
桃は全国的にも有名で、毎年3月20日から4月5日まで「桃まつり」が開催されます。また、園
内には古河公方足利義氏の墓所や1674(延宝2)年ごろ建築された旧中山家住宅などの史跡もあり
ます。
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︻総務委員会︼ 　委員長：奥村　秋夫	 （坂東）	 副委員長：野村　久男	（古河）

︻組織委員会︼ 　委員長：須釜　利行	 （五霞）	 副委員長：大和田五郎	（古河）

︻税制委員会︼ 　委員長：塚田　　孝	 （三和）	 副委員長：野澤　豊輔	（古河）

︻研修委員会︼ 　委員長：塚原　　実	 （ 境 ）	 副委員長：渡辺　　勉	（総和）

︻厚生委員会︼ 　委員長：矢澤　啓次	 （総和）	 副委員長：稲垣　英世	（ 境 ）

︻広報委員会︼ 　委員長：蓮見　公男	 （古河）　副委員長：小松原　裕	（ 境 ）

令和３年～４年度　役　員　名

副会長
塚田　　孝

副会長
塚原　　実

副会長
矢澤　啓次

副会長
奥村　秋夫

（敬称略）

会　長
川島　　栄

副会長
須釜　利行

— 各 委 員 会 名 簿 —
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青年部会役員名簿

令和3年度収支決算書 令和4年度収支予算書
(令和3年4月1日～令和4年3月31日） (令和4年4月1日～令和5年3月31日）　 （単位：円）（単位：円）

女性部会役員名簿
役　職 氏　名 地区会
青年部会会長 大　島　　崇　嗣 古河地区会　部会長
副部会長 菊　田　　　　光 坂東地区会　部会長
〃 佐　籐　　勝　博 境　地区会　部会長
〃 稲　葉　　貴　大 総和地区会　部会長
〃 並　木　　淳　一 三和地区会　部会長
〃 植　竹　　一　雄 五霞地区会　部会長
会　計 井　上　　　　勉 古河地区会
幹　事 野　村　　則　之 〃
〃 江　田　　雅　之 〃
〃 前　川　　英　生 坂東地区会
〃 鈴　木　　幹　彦 〃
〃 渡　辺　　元　気 〃
〃 関　根　　耕　嗣 境　地区会
〃 間　瀬　　宏　宣 〃
〃 白　石　　竜　一 総和地区会
〃 船　橋　　裕　輔 〃
〃 矢　澤　　宏　幸 〃
〃 荒　川　　知　也 三和地区会
〃 川　上　　和　志 〃
〃 青　木　　孝　徳 〃
〃 知　久　　佳　高 五霞地区会
〃 中　山　　道　幸 〃
監　事 森　　　　博　一 古河地区会
〃 染　谷　　真　一 境　地区会
〃 吉　田　　孝　美 坂東地区会

役　職 氏　名 地区会
女性部会会長 青　木　　博　美 古河地区会　部会長
副部会長 上　坂　　美津子 坂東地区会　部会長
〃 長　澤　　恵　子 境　地区会　部会長
〃 鈴　木　　久　子 総和地区会　部会長
〃 増　田　　紋　子 三和地区会　部会長
〃 松　本　　幸　子 五霞地区会　部会長
会　計 井　草　　栄　子 古河地区会
幹　事 名　和　　はるみ 〃
〃 高　橋　　采　子 〃
〃 張　替　　恵　子 坂東地区会
〃 古　矢　　美知子 〃
〃 原　田　　住　子 〃
〃 塚　原　　えい子 境　地区会
〃 飯　田　　英美子 〃
〃 矢　澤　　香　苗 総和地区会
〃 水　上　　幸　子 〃
〃 鈴　木　　孝　子 三和地区会
〃 川　面　　松　江 〃
〃 松　本　　真生子 五霞地区会
〃 小　林　　弥　生 〃
監　事 斎　藤　　桂　子 古河地区会
〃 山　中　　孝　子 坂東地区会
〃 大　橋　　みち子 三和地区会

科　　目 決算額
1．事業活動収支の部
　　1．事業活動収入
　　　①特定資産運用収入 186
　　　②会費収入 10,575,500
　　　③事業収入 381,190
　　　④補助金等収入 8,606,457
　　　⑤負担金収入 174,000
　　　⑥雑収入 192,166
[ 事業活動収入計 ] 19,929,499
　　２．事業活動支出
　　　①税の啓発事業費支出 9,247,961
　　　②地域社会貢献事業費支出 3,310,845
　　　③会員支援事業費支出 2,185,042
　　　④管理費支出 3,567,821
[ 事業活動支出計 ] 18,311,669
[ 事業活動収支差額 ] 1,617,830
2．事業活動以外収支の部 0
　　1．経常外収入 0
　　2．経常外支出 0
[ 事業活動以外収支差額 ] 0

当期収支差額 1,617,830
前期繰越残高 21,035,989
指定正味財産残高 5,000,000
当期末残高 27,653,819

科　　目 予算額
1．事業活動収支の部
　　1．事業活動収入
　　　①特定資産運用収入 4,000
　　　②会費収入 5,430,000
　　　③事業収入 3,100,000
　　　④補助金等収入 8,396,952
　　　⑤負担金収入 250,000
　　　⑥雑収入 801,000
[ 事業活動収入計 ] 17,981,952
　　２．事業活動支出
　　　①税の啓発事業費支出 12,373,900
　　　②地域社会貢献事業費支出 4,226,000
　　　③会員支援事業費支出 4,863,200
　　　④管理費支出 5,976,400
[ 事業活動支出計 ] 27,439,500
[ 事業活動収支差額 ] △ 9,457,548
2．事業活動以外収支の部
　　1．経常外収入 0
　　2．経常外支出 0
[ 事業活動以外収支差額 ] 0

当期収支差額 △ 9,457,548
前期繰越残高 22,653,819
指定正味財産残高 5,000,000
当期末残高 18,196,271
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令和4年度事業計画 自　令和４年４月 1日
至　令和５年３月31日

主たる事業計画
1．税を巡る諸環境の整備改善等を図るための事業（税の啓発事業）
○　税知識の普及及び適正な申告普及を図る目的の事業
　　①　各種税務研修会の開催
○　納税意識の高揚、税知識の普及、税の学習環境整備のための事業
　　①　法人税・消費税等の決算申告に関する研修会の開催
　　②　近隣地区会及び各種団体との合同開催による税務研修会の開催
　　③　各種団体との合同税務研修会の開催
　　④　全国大会・全国青年の集い・女性フォーラムへの参加
　　⑤　税務署の協力7団体との連携強化
　　　　・効率的な団体運営(租税教室・納税表彰式・税務関連研修会の共催開催)
　　⑥　消費税期限内完納に向けた取組推進
　　⑦　女性部会による「税に関する絵はがきコンクール」の推進
○　税に関する社会貢献活動
　　①　「e-Tax」等電子申告制度の普及と利用拡大推進
　　　　・役員利用率１００％目標の推進
　　　　・会員、賛助会員の利用率拡大推進と一般向けＰＲ
　　②　小学生高学年を対象とする租税教室へ講師及び補助講師として参加
○　税制に関する提言活動
　　①　税制改正提言の取りまとめと提言事項実施のための諸活動
2．地域の経済社会環境の整備改善を図ることを目的とする事業
○　地域の経済活動を活性化する事業
　　①　近隣地区会及び各種団体との合同による経営支援セミナーの開催
　　②　経営および経済に関する各種講演会・セミナー等の開催
○　地域の福祉問題、環境問題などの改善に資する事業
　　①　献血等福祉活動の支援
　　②　青年・女性部会による道路美化清掃活動等の実施
　　③　地域のマラソン大会等に対する支援
　　④　各地区会による地域社会貢献活動の充実
○　各種事業公開のための広報活動
　　①　機関誌「法人たより」の定期発行と内容充実
　　②　全法連機関誌　季刊「ほうじん」定期配布
　　③　「ホームページ」活用による各種事業の公開と情報公開
○　各種諸会議の開催
　　①　通常総会・監査会・理事会・正副会長会議・事務局会議の開催
　　②　各種委員会の開催
　　③　その他必要な会議の開催
〇　その他本会の目的達成のために必要な事業

◎ （公社）古河法人会組織状況表 	 （令和4年6月30日現在）　

地区会名 法人数 会員数 加入率% 地区会名 法人数 会員数 加入率%

古　　河 988 401 40.6% 三　　和 758 235 31.0%

坂　　東 1,286 429 33.4% 五　　霞 208 136 65,4%

境 615 287 46.7%

総　　和 904 268 29.6% 合　　計 4,759 1,756 36.9%
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本年の７月の人事異動により古河税務署長を拝命いたしました渡

辺と申します。前任地では関東信越国税局課税第一部国税訟務官と

して課税訴訟事件に携わっておりました。前任の田中署長同様、よ

ろしくお願いいたします。

川島会長をはじめ、公益社団法人古河法人会の皆様には、税務行政

全般にわたり、深いご理解とご協力を賜わり、厚くお礼申し上げます。

私は新潟県の出身であり、古河署での勤務は２回目となります。

古河税務署管内は、県の最西端に位置し、栃木県、埼玉県と境を接し、渡良瀬川、利根川

が流れ、水と関わりの深い土地柄でもありますこの地で、署長として勤務できますことの重

責を感じております。引き続き、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

貴法人会におかれましては、「健全な納税の団体」として、また、「税務行政の良き理解

者」として、税に関する各種研修会等の開催や、租税教育事業、さらに、一般公開による講

演会や各種セミナーの開催、道の日の駅頭清掃などの地域社会貢献活動にも積極的に取り組

まれ、地域企業と地域社会の健全な発展にも寄与されておられます。

特に、租税教育につきましては、管内の小学校等で実施する租税教室への講師や補助者を

派遣していただくほか、租税教育教材の寄贈、「税に関する絵はがきコンクール」を実施さ

れるなど、次世代を担う子供たちが、税についての関心を高め、社会や国を支える税の意義

や役割を理解することは極めて重要なことであり、税務行政に携わる私どもといたしまして

は、大変心強く感じております。

皆様のこのような活動は、ひとえに、役員及び会員の皆様の法人会活動に対するご尽力の

賜物であり、深く敬意を表しますとともに、感謝申し上げます。

さて、新型コロナウィルス感染症は国内での発生から２年半以上経った現在でも、第７波

による感染者数の急増などにより、国民生活に大きな影響を与え続けています。

こうした中、国税庁におきましては、「納税者の利便性向上」の理念のもと、経済社会の

変化やデジタル技術の進展、政府全体の方針なども踏まえ、税務行政のデジタル化、すなわ

ち「税務行政のトランスフォーメーション」に力を注いでいくこととしております。

また、令和５年 10月１日から導入される消費税のインボイス制度につきましては、昨年

10月１日から適格請求書発行事業者の登録申請の受付を開始しておりますが、制度開始と

ともにインボイス発行事業者となるためには、原則として、来年３月末までに登録申請を行っ

ていただく必要があります。

インボイス制度の円滑な導入に向け、事業者の皆様に制度の理解を深めていただけるよ

う、貴法人会の皆様のご協力をいただきながら、早期の登録申請に向けた周知などに取り組

んでいるところであり、引き続きのご協力をよろしくお願いいたします。

結びに当たり、公益社団法人古河法人会の益々のご発展と、会員企業の皆様方のご健勝、

ご繁栄を心から祈念いたしまして、私の着任の挨拶とさせていただきます。

古河税務署長

渡辺　敬子

着任のご挨拶
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《古河税務署人事異動》

職　名
新任者 前任者

氏名 前任地 氏名 新任地

署長 渡辺　敬子
関東信越国税局

課税第一部国税訟務官室
国税訟務官

田中　厚
関東信越国税局

課税第二部資料調査第一課
課長

総務課長 唐澤　勇人
関東信越国税局

調査査察部査察総括第二課
課長補佐

田中　直樹
川口税務署
総務課長

課長補佐 岩田　栄樹
関東信越国税局

徴収部特別国税徴収官
国税徴収官

堀口　一成
浦和税務署

徴収第一部門
総括上席国税徴収官

法人課税第一部門
統括国税調査官

本山　和俊
氏家税務署

法人課税部門
統括国税調査官

水野　功
川越税務署

法人課税第一部門
統括国税調査官

法人課税第二部門
統括国税調査官

矢野　和成 （留任） 矢野　和成 （留任）

法人課税第一部門
総括上席国税調査官

宮原　幸華
関東信越国税局

調査査察部調査管理課
管理企画係  国税調査官

小西　孝明
宇都宮税務署

特別国税調査官（開発）
総括上席国税調査官

法人課税第一部門
上席国税調査官
（法人会担当）

植木　昇
行田税務署

法人課税第一部門
上席国税調査官

管理運営第一部門
統括国税徴収官

落合　光夫
鹿沼税務署

管理運営第一部門
統括国税徴収官

横山　範江
大宮税務署

管理運営第一部門
統括国税徴収官

管理運営第二部門
統括国税徴収官

松下　恵美子
関東信越国税局
業務センター

主任国税管理官
三浦　正裕

足利税務署
管理運営・徴収部門

統括国税徴収官

管理運営第一部門
総括上席国税徴収官

佐藤　知佳
関東信越国税局
業務センター
国税管理官

大滝　紀子
川口税務署

管理運営第一部門
連絡調整官

徴収部門
統括国税徴収官

高村　幸一
鹿沼税務署
徴収部門

統括国税徴収官
小出　勇一

上田税務署
徴収部門

統括国税徴収官

個人課税第一部門
統括国税調査官

阿部　禎之 （留任） 阿部　禎之 （留任）

個人課税第二部門
統括国税調査官

近藤　正樹
下館税務署

個人課税第二部門
統括国税調査官

平山　浩行 退職

個人課税第一部門
総括上席国税調査官

横塚　亮一
関東信越国税局
総務部総務課
総務第三係長

泉　昌孝
越谷税務署

個人課税務第一部門
連絡調整官

資産課税部門
統括国税調査官

井草　暁志
新潟税務署

資産評価専門官
評価専門官

田村　剛
大宮税務署

審理専門官（資産）
審理専門官

（令和４年７月10日付）
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消 費 税 法 改 正 の お 知 ら せ 令和４年４月 

国 税 庁 

Ⅰ 適格請求書発行事業者の登録に関する経過措置の適用期間の延長 

適格請求書発行事業者の登録については、免税事業者が、令和５年 10月１日の属する課税期間中

に適格請求書発行事業者の登録を受けた場合は、登録を受けた日から適格請求書発行事業者となるこ

とができる経過措置が設けられていますが、当該経過措置の適用期間が延長され、令和５年 10月１

日から令和 11年９月 30日までの日の属する課税期間においても、登録を受けた日から適格請求書

発行事業者となることができることとされました。【具体例１参照】 

なお、上記経過措置の適用を受けて適格請求書発行事業者となった場合、登録を受けた日から２年

を経過する日の属する課税期間の末日までは、免税事業者となることはできません（登録を受けた日

が令和５年 10月１日の属する課税期間中である場合を除きます。）。【具体例２参照】 

また、上記経過措置の適用を受けた場合、延長された期間においても登録を受けた日の属する課税

期間中に消費税簡易課税制度選択届出書を提出することにより、その課税期間から簡易課税制度を適

用することができます。 

 

令和４年４月に消費税法等の一部が改正されました。インボイス制度についての主な改正内容

は以下のとおりです。 

 

具体例１（個人事業者又は 12月決算法人の場合の課税期間中の登録） 

 

具体例２（個人事業者又は 12月決算法人が、経過措置により令和６年２月１日に登録を受け、令和

７年９月 30日に取消手続を行った場合の事業者免税点制度の適用制限期間） 

免税事業者 
適格請求書発行事業者 
（課税事業者） 

 

免税 

令和 6年 

この場合、令和８年 12月末までは免税事業者となることはできませんので、登録の取消手続（注）

を行ったとしても、基準期間の課税売上高にかかわらず課税事業者となります。したがって、取消し後

基準期間の課税売上高が１千万円以下となり、免税事業者となることができるのは、令和９年以降とな

ります。（注）「適格請求書発行事業者の登録の取消しを求める旨の届出書」の提出が必要です。 

適格請求書発行事業者 
（課税事業者） 

令和７年 令和８年 令和５年 登録  

 

 
課 税 期 間 の 途 中 か ら 登 録 不 可 

（改正前） 

令和８年 令和６年 令和７年 令和９年 令和 10年 令和 11年 
免税 
事業者 

適格請求書発行事業者

（課税事業者） 

インボイス制度開始 
令和５年 10月１日 令和11年９月30日 

（改正後） 

課税期間の

途 中 か ら 

登録可能 

【適用開始時期】令和４年４月１日以後適用されます。 

 

登録から 
２年経過日 

課税事業者 

事 業 者 免 税 点 制 度 の 適 用 制 限 期 間 

課税期間の途中から登録可能 

 登録から 
２年経過日 

取消届出書 
提出 
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Ⅳ その他の改正 

Ⅱ 納税管理人の届出を行っていない場合の登録拒否及び取消し 
虚偽記載を行って登録を受けた場合の登録の取消し 

【適用開始時期】令和５年 10月１日以後適用されます。 

  納税管理人を定める必要のある特定国外事業者以外の事業者が納税管理人の届出を行っていない場

合の申請についても、登録を拒否する（納税管理人を定める必要のある適格請求書発行事業者が納税管

理人の届出を行っていない場合は、登録を取り消す）ことができることとされました。 

  また、事業者が、虚偽の内容を記載した適格請求書発行事業者の登録申請書を提出して登録を受けた

場合には、税務署長は、その登録を取り消すことができることとされました。 

○ お分かりにならないことや、更に詳しくお知りになりたいことがありましたら、最寄りの税務署にお尋ね 

ください。 

○ 税務署での面接による個別相談（関係書類等により具体的な事実関係を確認させていただく必要がある相

談）を希望される方は、あらかじめ電話により面接日時等を予約していただくこととしておりますので、ご

協力をお願いします。 

 
 

【適用開始時期】令和４年４月１日以後の申請に係る拒否及び同日以後の取消しから適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れに係る経過措置の見直し
（区分記載請求書に係る電磁的記録の提供を受けた場合における仕入税額控除） 

 適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れに係る経過措置（80％控除又は 50％控除）の適

用については、売手から「書類」で交付された区分記載請求書の保存が要件とされていましたが、区分

記載請求書に係る電磁的記録の提供を受け、これを保存する場合にも、経過措置の適用を受けることが

できることとされました。 

【適用開始時期】令和５年 10月１日以後の課税仕入れから適用されます。 

１ 仕入明細書等による仕入税額控除の適用要件の見直し 

  インボイス制度開始後は、買手が作成する一定の要件を満たした仕入明細書等を保存することに

よる仕入税額控除の適用について、売手（課税仕入れの相手方）において課税資産の譲渡等に該当

するもののみが対象とされました。 

２ 経過措置期間における棚卸資産に係る消費税額の調整規定の見直し 

  免税事業者である期間において行った課税仕入れについて、適格請求書発行事業者から行ったも

のであるか否かにかかわらず、免税事業者が課税事業者となった初日の前日において有する棚卸資

産に係る消費税額の全額について、仕入税額控除の適用を受けることができることとされました。 

３ 公売等において適格請求書を交付する場合の特例 

  公売等（強制換価手続）において、事業者（適格請求書発行事業者）が執行機関を介して課税資

産の譲渡等を行う場合には、執行機関は当該事業者から適格請求書発行事業者の登録を受けている

旨の通知を受けることなく、執行機関の名称及び公売等に係る特例を受ける旨を記載した適格請求

書を交付することができることとされました。 

４ 特定収入を課税仕入れに充てた場合の仕入税額控除の調整規定が整備されました。 
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坂東地区会

通常総会
Ｒ４年６月７日

通常総会時親睦研修
（アクアワールド茨城県大洗水族館）

地 区 会 た よ り地 区 会 た よ り地 区 会 た よ り

通常総会時懇親ゴルフ（静ヒルズカントリークラブ）
優勝　奥村秋夫氏　準優勝　峯松鶴男氏　３位　菊田光氏　　ベストクロス賞　菊田光氏

本会理事会兼税務研修会
Ｒ４年４月２７日
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境地区会

三和地区会 五霞地区会

古河地区会

通常総会
Ｒ４年５月２７日

通常総会兼税務研修会
Ｒ４年６月１５日

通常総会兼優良経理担当者表彰式
Ｒ４年６月１５日

通常総会兼税務研修会
Ｒ４年６月１４日
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水戸支社/茨城県水戸市桜川1-1-25（大同生命水戸ビル3F）
TEL 029-221-2881
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